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伊藤忠、CO2排出9割減の再生燃料　まずファミマ車両に

伊藤忠商事は6月、廃油からつくるトラックの燃料の取り扱いを国内で始める。二酸化炭素（CO2）の排出量を一般的な軽

油と比べて最大9割減らす。まず子会社のファミリーマートが配送トラックの一部に導入する。電気自動車（EV）のトラッ

クが普及するまでの環境対策として広がる可能性がある。

石油は採掘時に大量のCO2を排出するため、採掘をしない廃油の再利用で全体の排出量を抑える仕組み。フィンランドの

再生エネルギー会社のネステから調達する。同社は飲食店の廃食用油や食肉加工場から出る家畜の脂などを回収し、軽油

と同じ性能の「再生燃料」をつくる技術を持つ。

伊藤忠はまず100キロリットルを調達し、グループ会社の伊藤忠エネクスが供給体制をつくる。ファミマは横浜市の拠点か

らコンビニエンスストアへの配送を担うディーゼルトラック4～8台程度で導入する。走行や燃費などを検証して、本格導

入を目指す。日本企業では全日本空輸（ANA）がジェット燃料として一部利用している。

再生燃料のコストは輸入費用なども含めると軽油の3倍だ。トラック1台が年5万キロ走った場合、年間の燃料費は200万円

高くなるが、EVトラックは1台1500万円を超えることもあり、普及するまでは再生燃料が有効とみる。商用車大手の独ダ

イムラー・トラックは2030年までに新車販売の6割をEVトラックか燃料電池車（FCV）トラックにする目標を掲げてい

る。

ファミマは店舗から出すCO2を30年までに13年比5割削減する目標を掲げる。物流部門でも脱炭素に取り組む。

国内のトラック・バスのCO2排出量は年間8000万トン超と全体の7%を占める。乗用車ではEVの普及が始まっているが、ト

ラックは車体が大きく大型の電池が必要になることなどからEVへの本格移行は30年以降になると伊藤忠はみる。FCVも価

格が高く、燃料の水素の供給網整備が課題になっている。

ネステはフィンランド、オランダ、シンガポールに工場を持ち、年300万トンの再生燃料を生産している。再生燃料は欧米

で幅広く使われており、各国当局の補助により、物流会社などが負担する実質コストは軽油と同水準に抑えられている。
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